
国立大学法人九州工業大学の平成20年度に係る業務の実績に関する評価結果

１ 全体評価

九州工業大学は、世界をリードする高度技術者の養成を基本的な目標とし、教育・研

究の高度化を図り、今後も世界に向けての「知と文化の情報発信拠点」であり続けると

ともに、「知の源泉」として地域社会の要請に応え、次世代産業の創出・育成に貢献す

る、個性豊かな工学系大学を目指し教育研究を行っている。

業務運営については、教育研究組織の弾力化と教育研究機能の強化のため学部講座制

を改め、教育組織として工学部、情報工学部、大学院工学府、情報工学府を、研究組織

として大学院工学研究院（７研究系）、情報工学研究院（７研究系）に改編している。

また、平成 19年度評価結果において評価委員会が課題として指摘した、大学院博士後

期課程における学生収容定員の未充足については、定員の充足や入学定員の適正化に努

めている。

財務内容については、外部資金獲得に向けた取組を推進し、外部資金比率は 14.2％（対

前年度比 0.5％増）となっている。

その他業務運営については、平成 18年度に構築したスペース管理システムにおいて、

スペースの利用状況をウェブサイトにより、利用者がリアルタイムで把握できるように

するなどの改善を継続して行っており、教育・研究スペースの有効活用が図られている。

教育研究の質の向上については、地域性を活かした北部九州の基幹産業である自動車

産業からのニーズに応え、カーエレクトロニクス領域における広い視野と見識を備えた

高度専門人材を育成するため、他大学との協力により事業を行っているほか、大分県と

の連携事業として、大分県立工科短期大学校の学生を受け入れた実習講座を開催するな

ど地域に根ざした特色ある教育を展開している。

２ 項目別評価

Ⅰ．業務運営・財務内容等の状況

（１）業務運営の改善及び効率化に関する目標

①運営体制の改善、②教育研究組織の見直し、③人事の適正化、

④事務等の効率化・合理化

平成 20年度の実績のうち、下記の事項が注目される。

○ 学部講座制を改め、教育組織として工学部、情報工学部、大学院工学府、情報工学

府を、研究組織として大学院工学研究院（７研究系）、情報工学研究院（７研究系）

に改編し、教育研究組織の弾力化と教育研究機能の強化を図っている。

○ 教育職員評価について、実施基準等の改善策について大学評価委員会で検討し、総

合評価の段階数を４段階から、５段階に変更することとし、前回の評価結果の統計デ

ータを活用して各段階の点数範囲の見直しを行い、引き続き、評価結果を昇給等の処

遇に反映することとしている。

○ 男女共同参画の推進に向けて、若手研究者講演会「未来を切り拓く女性科学者たち」

の開催、学内アンケートの実施、理工系大学を目指す女子高生に対する応援紙面とし

て新聞広告の掲載等を行っている。

○ 事務の効率化等の観点から、従来、会計課、人事課を通じて行っていた給与、共済、



旅費等の業務を人事課に一元化し、運営組織のスリム化、効率化に取り組んでいる。

○ 平成 19年度評価結果で評価委員会が課題として指摘した、大学院博士後期課程にお

ける学生収容定員の未充足については、入学定員の見直し等により学生収容定員充足

率が 93％となっており、適正化に努めている。

【評定】 中期目標・中期計画の達成に向けて順調に進んでいる

（理由） 年度計画の記載 23事項すべてが「年度計画を十分に実施している」と認め

られ、上記の状況等を総合的に勘案したことによる。

（２）財務内容の改善に関する目標

①外部研究資金その他の自己収入の増加、②経費の抑制、

③資産の運用管理の改善

平成 20年度の実績のうち、下記の事項が注目される。

○ 創立 100 周年を期に寄附金活動を精力的に行ったほか、科学研究費補助金等の申請

の促進を推進した結果、外部資金収入が対平成 19 年度比 42.8 ％増加し、外部資金比

率は 14.2％（対前年度比 0.5％増）となっている。

○ 高効率の変圧器、省エネルギー機器の導入、エコガラスへの取替等を実施するとと

もに、集約管理による冷蔵庫台数の削減を図るなど、光熱水費の削減に向けた取組を

推進した結果、対平成 19年度比の使用量は、電気 0.9％、ガス 13.9％及び上下水道 7.4
％の減となっている。

○ 学内施設について積極的な PR を行い、有料貸出を推進するとともに、学内保有機

器についても利用者講習会を実施するなど、その有効活用を推進した結果、施設等利

用料は 605万 9,000円（対前年度比 93万 7,000円増）となっている。

○ 中期計画における総人件費改革を踏まえた人件費削減目標の達成に向けて、着実に

人件費削減が行われている。今後とも、中期目標・中期計画の達成に向け、教育研究

の質の確保に配慮しつつ、人件費削減の取組を行うことが期待される。

【評定】 中期目標・中期計画の達成に向けて順調に進んでいる

（理由） 年度計画の記載９事項すべてが「年度計画を十分に実施している」と認め

られ、上記の状況等を総合的に勘案したことによる。

（３）自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標

①評価の充実、②情報公開等の推進

平成 20年度の実績のうち、下記の事項が注目される。

○ 教育職員評価の作業を効率的に進めるため、「教育職員評価シート」を利用して評

価を行う「教育職員評価システム」を稼働させているとともに、利便性の向上のため、

システムの改良を行っている。

○ 従来からの広報活動に加えて、ミスタートルネード記念講演会の開催、「九工大世

界トップ技術 Vol.２」の発刊等の広報 PR活動を行っている。



【評定】 中期目標・中期計画の達成に向けて順調に進んでいる

（理由） 年度計画の記載３事項すべてが「年度計画を十分に実施している」と認め

られ、上記の状況等を総合的に勘案したことによる。

（４）その他業務運営に関する重要目標

① 施設設備の整備・活用等、② 安全管理

平成 20年度の実績のうち、下記の事項が注目される。

○ 平成 18年度に構築したスペース管理システムにおいて、スペースの利用状況をウェ

ブサイトにより、利用者がリアルタイムで把握できるようにするなどの改善を継続し

て行っており、教育・研究スペースの有効活用が図られている。

○ 年度計画に掲げている研究用共用スペースの効率的活用と利用の流動化に関して、

平成 20年度においては戸畑キャンパスの大規模改修や耐震改修等やむを得ない事情に

より、研究用共用スペースが減少していることから、今後、着実な取組が期待される。

○ 学生寮の旧食堂をものつくり工房に改修し、学生のグループ創造学習の支援を行う

とともに、教育研究３号棟及び８号棟の改修工事において、学生のためのワークスペ

ース・学生室・リフレッシュルーム等の整備や車いす、身障者用のトイレ等の整備を

行っている。

○ 戸畑キャンパスの衛生管理者が若松キャンパスの職場を巡視し、一方で若松キャン

パスの衛生管理者が戸畑キャンパスを巡視する交差巡視を行うことにより、他のキャ

ンパスにおける職場環境を確認し、在籍するキャンパスの安全環境向上を図っている。

○ 学内で電力オーバーに近づくと、警報通知メールが通知される仕組みにより、契約

電力の厳守、使用量の削減を図っており、全学的な省エネルギーへの取組として効果

を上げている。

【評定】 中期目標・中期計画の達成に向けて順調に進んでいる

（理由） 年度計画の記載 22事項すべてが「年度計画を十分に実施している」と認め

られ、上記の状況等を総合的に勘案したことによる。

Ⅱ．教育研究等の質の向上の状況

評価委員会が平成 20 年度の外形的・客観的進捗状況について確認した結果、下記の事

項が注目される。

○ 全学的に学部・大学院連携教育体制を確立するため、情報工学部において平成 18年
度から実施していた学部３年次以上の大学院入門科目の履修制度に加え、工学部にお

いても、学部４年次学生の成績優秀者に限り大学院入門科目の履修を認める制度を導

入している。

○ 情報工学部で開発した電子ポートフォリオ・システム「学修自己評価システム」を、

平成 21年度から全学部学生に対して実施することとしている。

○ 北部九州地域の基幹産業である自動車産業からのニーズに応え、北九州市立大学及



び早稲田大学との大学間連携の実績を基盤に「北九州学術研究都市連携大学院による

カーエレクトロニクス高度専門人材育成拠点の形成」プログラムにより、社会実践型

教育を開始している。

○ 「PBL（課題解決型学習）を機軸とする工学教育プログラム」により、PBL を機軸

とするカリキュラムの開発整備を行うとともに、プロジェクトラボラトリーを設置し

て教育・学習環境のトータルデザインを行っている。

○ 歯学と工学の学際融合的な教育研究を推進するため、九州歯科大学と協定を締結し、

歯工学連携教育研究センターを設置した上で、平成 21年度から歯工学分野の大学院連

携教育を実施する体制を整備している。

○ 大学全体として正確かつ効率的なアクセス権限管理を行い、セキュリティレベルの

維持を図ることを目的として、「全学統合 ID管理システム」を導入している。

○ 研究成果の公表を促進するため、主要学術誌への英文論文の投稿・掲載費用補助制

度を新設し、学内に周知して運用を開始している。

○ 国際的な研究連携として、重点化している韓国との間で、韓国中小企業庁の財政的

支援により、韓国培材大学及び韓国企業との国際共同事業を実施している。

○ 地域産業界のニーズや技術課題を能動的に把握し、産学連携及び技術指導、技術移

転活動を充実するため、新たに地域の自治体、技術移転機関（TLO）等による「地域

産学官連携ボード」を企画し、北九州市及び財団法人北九州産業学術推進機構と連携

して設立している。

○ 大分県との連携事業として、マイクロ化総合技術センターと先端金型センターにお

いて、大分県立工科短期大学校の学生を受け入れた実習講座を開催している。

○ バイオマスを活用する連携研究を実施する覚書を、プトラ大学（マレーシア）、独

立行政法人産業技術総合研究所との間で締結し、パームバイオマス利用に向けた総合

的研究を開始している。


